
高齢者の地域見守り体制づくりに関する地域資源の連携と支え合い体制の構築(南越前町） 
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○高齢者地域見守りネットワーク事業の立ち上げについて関連する団体と協議 

○事務局に町直営地域包括支援センター職員が同席し、協議内容や高齢者の
情報を包括的支援事業に反映するなどの連携強化をはかっている 



 

 

地域包括ケアシステム構築に向けた取組事例（様式） 

 

①市区町村名 南越前町 

②人口（※１） 11,498 人 （H25.4.1 現在） 

③高齢化率（※１） 

（65 歳以上、75 歳以上そ

れぞれについて記載） 

65 歳以上：30.6％ 

75 歳以上：18.7％                     

（H25.4.1 現在） 

④取組の概要 高齢者の地域見守り体制づくりに関する会議の開催による地域資源の連携及び

支え合い体制の構築 

⑤取組の特徴 

 

・立ち上げ当初から、関連団体の参加による高齢者の地域見守り体制づくりに

関する協議や、高齢者見守りネットワーク事業の立ち上げについての協議を経

た事 

・高齢者見守りネットワーク事業実施要綱の制定に係る協議を会議内で実施 

・事務局に直営地域包括支援センター2 名がおり、会議で得た情報等を速やか

に包括的支援事業等に反映できる 

⑥開始年度 平成 23 年度 

⑦取組のこれまで

の経緯 

・高齢者の地域見守り体制づくりに関する会議の開催(H24.3.26) 

・高齢者見守りネットワーク事業の立ち上げについての協議（H25.3.15）を経

た後に、高齢者見守りネットワーク事業実施要綱の制定（H25.4.1） 

⑧主な利用者と人

数 

町に住所を有する概ね 65 歳以上の在宅高齢者 

⑨取組の実施主体

及び関連する団

体・組織 

南越前町・南越前町地域包括支援センター（直営）・南越前町社会福祉協議会･

町区長会・民生委員児童委員協議会・老人クラブ連合会・新聞販売店・郵便局･

越前警察署・地域住民（見守り支援者） 

⑩市区町村の関与

（支援等）（※２） 

高齢者地域見守りネットワーク事業実施主体：町 

⑪国・都道府県の関

与（支援等）（※３） 

地域支え合い体制づくり事業 

⑫取組の課題 ・地域住民の見守り支援者の確保が難しい集落があり、高齢者間の見守りも必

要 

⑬今後の取組予定 ・高齢者地域見守りネットワーク事業に関する協定書を協力可能な事業所と町

が締結（H25 年 5 月以降）し、行政区毎の見守りネットワークを強化していく 

⑭その他 ・要援護者台帳の整備等（同 地域支え合い体制づくり事業による要援護者台

帳マップ整備事業）により共有可能な情報について共有し、災害時を含めた高

齢者の見守りや連携体制を整備中 

⑮担当部署及び連

絡先 

南越前町 保健福祉課 

 

※１ 一部地域に限定した実施の場合は、当該地域の人口・高齢化率を（  ）内に記載してください。 

※２ 市町村から財政的支援が行われている場合には予算額等を含めて記載ください。 

※３ 国や都道府県から財政的支援を受けている場合は、補助金や交付金等の名称、額等を含めて記載

ください。 

福井県 


